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離職票発⾏⼿続き
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離職票とは
雇⽤保険被保険者離職票のことです。退職者が失業⼿当（基本⼿当）を申請する際にハローワークへ提出する、離職の事実を証明するための公的な書類です。
離職票は会社が直接発⾏するのではなく、ハローワークが発⾏します。会社は「雇⽤保険被保険者離職証明書」（以下、離職証明書）をハローワークに提出
し、ハローワークが内容を確認後、離職票を会社に交付し、その後、会社が退職者に渡す流れとなります。

会社が⾏う離職票発⾏⼿続き
退職者から離職票の発⾏を依頼された場合、会社は速やかに以下の対応を⾏う必要があります。

■ ハローワークへの主要提出書類

‧離職理由を確認できる書類
       ⾃⼰都合退職の場合は退職届、契約期間満了の場合は労働契約書、解雇の場合は解雇予告通知書など、離職理由に応じた書類

‧離職証明書（3枚複写の専⽤様式）

‧賃⾦台帳の写し（原則として下記「賃⾦台帳提出のポイント」参照） 

‧賃⾦台帳、出勤簿（タイムカード）等の写し（賃⾦⽀払状況や勤怠の確認のため） 

例

■ 提出期限
会社は、被保険者でなくなった⽇（退職⽇の翌⽇）の翌⽇から起算して10⽇以内に、上記書類を事業所の所在地を管轄するハローワークに提出する義務があり
ます 。

提出
書類
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退職者から会社へ離職票発⾏の依頼があります。
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賃⾦台帳提出のポイント

対象期間
原則として、離職⽇以前の「賃⾦⽀払基礎⽇数が11⽇以上ある⽉」を最後の⽉から遡って6ヶ⽉分が必要です。この期間の賃⾦
が失業⼿当の給付額算定の基礎となります。

重要性
賃⾦台帳は、離職証明書に記載する賃⾦額や勤務状況を正確に証明するための重要な書類です。労働基準法第108条により作成
と保存が義務付けられている法定三帳簿の⼀つでもあります。

代替書類の可能性
給与明細書を賃⾦⽀払状況の確認資料として利⽤できる場合があります。しかし、代替可能かは状況により異なり、法的に求め
られる賃⾦台帳を適切に作成‧保存し提出することが最も確実です。

⼿続きの流れと退職者への交付までの⽬安期間

1

会社が「離職証明書」等の必要書類を準備し、管轄のハローワークへ提出します。2

ハローワークが提出書類の内容を確認し、問題がなければ会社へ離職票（離職票-1、離職票-2）を交付します。3

会社が退職者へ離職票を交付します（郵送が⼀般的です）。 通常、会社がハローワークへ書類を提出後、退職者の⼿元に離職票が届くまでには、退職
⽇から起算して10⽇〜2週間程度が⼀般的です。
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